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司会　大学のメールシステムは、教育用か、
研究用か、教育のツール、研究のツール、そ
れとも学生のサービスのツールなのか、この
位置づけにより、意味合いが違っているよう
に思われます。
これから大学のメールシステムを、どのよ

うな方向に持っていくべきでしょうか。

安東　Gmailでいいのではないでしょうか。
今まで大学のメールは、どういう位置づけか、
どこまできちんとやるべきか、何も考えてい
ませんので、一部は、Gmailにしていいと思
います。ただし、Gmailでは良くない部分は、
考えるべきです。例えば、企業でアウトソー
シングを使う場合でも、情報システムをすべ
て外に出した後に、内部には何も残りません。
しかし、危機管理やリスクの評価をしっかり
行えば、Gmailを使ってもいいと思います。

武藏　私は、部分的にGmailを入れるという
のは、安東先生と同じような感覚で、賛成で
す。吉野先生のお話から、ウェブアプリケー
ションの時代は、もっと先だと思っていたの
ですが、もう来ているのかと、非常に驚いて
います。今後、お金がある大学とそうではな
い大学が出てくると思います。お金がなくな
った時に、どうするか、その1つの解として
日本大学のやり方があると思います。
教職員や大学のセキュリティを考えていく

と、特に個人情報保護法がバリアになる可能
性があると思います。それをクリアしたら、
Gmailを入れてもいいと思います。
大学の存亡の危機に入ったときに、どのよ

うなメールシステムにするかを、今後考えて
いく必要があると思います。

桝田　ここで私もGmailに賛成だと言うと、
議論にならないので、あえて違う方向で行き
ます。私自身は、メールは、ウェブに統合し
ているウェブメールのような形ではなく、メ
ールの中で完結したシステムとして動いてい
てほしいと考えています。
もう1つの別の観点からいうと、一度Gmail

を使ってしまうと、無料であるところなどい
いところが見えて、すべてアウトソーシング
してしまい、大学側では面倒をみるだけの技
術力を持つことは、非常に難しくなってくる
と思われます。そのため、Gmailとは違う観
点でのメールシステムで、技術に追いつける
ようにするというのが、大学側の情報システ
ムがやるべきであるのかと考えています。

学生向け、教員向けのメールシステムにつ
いては、分けていく方向にあると思います。
教員向けのメールには、コンフィデンシャルな
情報がどうしてもあります。入試問題のやりと
りを電子メールでする際に、GmailやYahoo！
に転送というのは、心配になります。現時点
では、大学独自で技術開発をする方向で頑張
るべきではないかと思っています。

吉野　私だけが事務方なので、考え方が違う
と思いますが、私は、イノベーションが未来
をつくっていくと思います。今は、ITの世界
があり、ネットワークができたことにより、
これまででは、考えられないような世界にな
っています。
パソコンが初めて入ったとき、大型コンピ

ュータの技術者に、パソコンはおもちゃだと、
ばかにされた。しかし、ばかにされていたも
のが、今、世の中を変えています。
システムやサービスについて、満点のもの

を提供することが必須なのではなく、ユーザ
ーにどのようなものを提供できるかが重要で
す。65点なら、可がもらえ、苦情をもらいな
がら、75点に持っていき、また苦情をもらい
ながら、85点に持っていけばいい。特に、メ
ールについては、コミュニケーションツール
であり、極端な話、メールは葉書のようなも
のだと思っています。
郵便には、簡易書留、書留、内容証明書つ

きのもの、葉書、などたくさんの種類があり
ます。受験票の合格通知はがきには、プライ
バシーを守るためにシールを貼っています
が、それはプライバシーという面でそれほど
重要な情報じゃないと思います。しかし、社
会はプライバシーに過敏になりすぎていま
す。もう少しどこかで割り切るべきだと思い
ます。
大学で決めた約束事であるならまだしも、

メールなどのコミュニケーションツールにつ
いて、ルールに従え、従わないやつが悪いと
いっても、誰も聞いてくれません。だから、
コミュニケーションツールは、大学側が作っ
たり、考えたりする領域ではなく、プロフェ
ッショナルに委ねるべきではないかと思いま
す。こだわるシステムは、業務システムなど、
大学固有のシステムに限定していきたいとい
うことです。

安東　メールが業務ツールになっているの
で、困るのでしょう。しかも、それぞれの大
学や大学内でも違った使われ方をしながら、
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業務システムに組み込まれているので、大学
側で運用せざるを得ないのです。

吉野　しかし、責任逃れの考え方で、教育や
事務ごとに管理するべき部署が分かれてしま
っている大学が多いようです。日本大学の総
合情報センターは、教育、管理など関係なく
すべてのものを取り扱います。デジタル情報
は、中身はすべてデジタルなので、そこはイ
ノベーションに委ねればいいではないです
か。ITソリューションを上手に使うことによ
って、いろんなことができるのではないかと
考えます。2つの仕事、手作業もITも、両方
とも中途半端になっているので、お金がかか
っているのではないか、どこかで割り切って、
捨てていくことも必要ではないでしょうか。

司会　武藏先生はセキュリティを研究されて
いますが、セキュリティという観点から見て、
Gmailや他のフリーメールサービスについて、
どのようにお考えでしょうか。

武藏　セキュリティの観点からいくと、やは
り大学の外にシステムは出したくないです。
大学で持っているデータを、コンフィデンシ
ャリティ、完全性の保存など、セキュリティ
の面で確実に守られてると、情報が洩れない
ことが保証できるという、事実がないと、容
認できないと思います。
スパムチェックの性能を試そうと思い、実

は私もGmailを使ったことがあります。なか
なか優秀だなと思ったのですが、ある日、自
分でログ関係の解析をやっていたときに、有
用な情報は得られるけれども、余計な情報も
手に入ってしまうことに気づきました。やは
りGoogleやSNS系についても、ログを集めて
整理することが、ミッションだと言っていま
すが、見方によっては、無料でデータを集め
て、広告などでいろいろなビジネスモデルと
リンクして、お金を儲けているのではないか、
と思う人もいると思います。

吉野　私は、情報発電所みたいなものが、世
の中にたくさん出てきてほしいと思っていま
す。電子ジャーナルには、数億円規模の契約
をし、研究者や学生を支援しています。学生
たちは、先生の論文がどのぐらい引用されて
るかによって、先生がどのような研究をして、
評価されているのかが簡単に分かります。日
本でも、知識のタンク、情報基盤を作ろうと
いうことで、国立情報学研究所により、先生

方がつくった紀要などを集め、検索できるよ
うにしています。ですから、情報を外に預け
るのは危ないと言われますが、Googleも、人
のお金を預かって運用して利息を返すという
銀行と同じで、人のふんどしで相撲をとって
います。預かるものが情報だというだけで、
同じビジネスではないでしょうか。
社会的なインフラを大学も活用することも

必要です。Googleのメールは、APIが公開さ
れているので、大学で開発しているサービス
もあります。しかし、地図については、
Googleの地図があるので、自分でわざわざ地
図のデータベースを持とうとは、誰も考えま
せん。Googleの地図はすでにかなり使われて
いるので、これも上手く活用していくという
気持ちも大切だと思います。

司会　ここで、会場からご質問をいただきた
いと思います。

発言者　フリーメールの議論の大前提です
が、テキストがインデキシングされ、マーケ
ティングに利用されているということは、事
実なのでしょうか。

吉野　連携型広告のために、Googleは、中身
を解読しています。ただ、CMを出すか出さ
ないかのチェックボタンは、管理画面につい
ています。スパムメールのソフトも技術的に
は同じように、中身を全部見ていると聞いて
います。キーワードで、該当する広告が出る
という仕組みのようです。それを機械で判断
しているので、人間は一人も介在していない
ということです。

発言者　私の学内でもGoogleを使いたいとい
う要望があります。メールのデータについて
は、匿名性があり、個人に何か不利益はない
といいますが、結局はGoogleの利益になって
いるのではないでしょうか。学生によっては、
絶対にGoogleを使いたくないという人が出て
くるのではないか、と思っています。私の大
学では、メールシステムの運用をやめる方向
で考えています。

安東　結論からいうと、フリーメールは安心
感がないということでしょうか。無料という
時点で、企業に利益があるのは確かです。利
益が上がらないとやりません。さらに、情報
がなかなか開示されないので、どういう仕組
みで何をしているのかが、よく分かりません。
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そこがクリアになれば、安心感が出てくるの
ではないでしょうか。私も、1日の生活の中
で、長時間ネットワークにつながって生きて
いるので、Googleで検索をし、YouTubeで動
画を見て、1日生活していると、生活パター
ンがGoogleにばれている気がして、不安にな
ることがあります。

武藏　もし、Googleがアメリカの軍から情報
提供を求められたら、断れないのではと思っ
て心配になります。

桝田　私の大学にもGoogleが、売り込みに来
ましたが、「いりません」と言いました。や
はり、信じきれないということが一番大きい
です。日本では、通信事業者は通信の秘密を
守るということが、法律で担保されてます。
では、その登録が無いところに預けていいの
かという問題があります。
残念ながら、今のインターネットの世界は、
どんどん性悪説になっている現状があるの
で、いくら信じてくださいと言われても、個
人的には信じるけれども、個人でしか信じら
れない。大学の情報センターの存在意義にも
関わりますが、最後は何をにぎっていればい
いかというと、やはり個人情報だろうと思い
ます。

司会　私は、個人的には主婦で、高校生の母
親ですが、例えば、スーパーでポイントカー
ドを出しますと、おそらく、我が家の昨日の
晩御飯は何だったかなど情報がどこかに全部
集まっているのでしょう。常にそれを感じて
います。ある日、家に帰ると、高校生の息子
がいきなり無線LANを引いていまして、PSP
からDSから全部ネットワークにつながり、
YouTubeにつながるという日が、突然やって
きました。このような環境なので、どんなに
守っていても、情報はどんどん出ていってい
るでしょう。しかし、大学で何を守らなけれ
ばいけないかということは、真剣に考えてい
ただきたいと個人的には考えています。

吉野　Googleというのは、私が取材したとき
は従業員数約5,000人だったのですが、今は1
万人の企業になっています。そこには、好き
なやつだけが集まっているので、本気になっ
てやっているような感じがします。業務命令
で動くのではなく、好きで仕事している特殊
な会社です。

武藏　電子マネーを使ったり、マイルやポイ
ントが貯まるという利益があれば、個人情報
が流れ出ても仕方がないと思います。流れて
困るときは、すぐにオフにして現金で払いま
す。携帯電話も、電源を入れてると、GPSで
どんどん情報が出ていっています。学生には、
サービスによるメリットとデメリットを伝え
て、学生が判断することができる仕組みがほ
しいと考えます。Googleを入れるか、入れな
いかは、どちらかというと学生の選択になる
のではと思います。

桝田　電子マネーでのトレーサビリティは、
個人でコントロールができます。例えば、大
学のメールサービスを、Googleなどフリーメ
ールで導入する際に、その企業が信用できる
かどうかは、信用できる人もいるし、できな
い人もいます。個人のレベルで、使うか使わ
ないかの選択をすることが、今はできないと
思います。大学でメールをGoogleでやります
というと、Googleの中に全部入ってしまいま
す。個人の情報をコントロールできるすべと
いうのがない状態というのが、大きな問題だ
と思います。

吉野　フリーメールサービスを導入するか、
しないかというのは、やはり大学の考え方だ
と思います。大学の本業は、学生サービスで
はなく、あくまでも教育です。そのため、授
業料は、授業に使いたいのです。メールサー
ビスにいくら使われても困ります。
教育というのは、答えがなく、お金がかか

るものです。無駄をなくして、教育、研究に
あてるお金を多く作っていきたいというの
が、トップの考え方です。
例えば、キャンパスの中で教室以外はビジ

ネス空間ということで、コマーシャルを許可
した大学が出てきました。そのコマーシャル
収益で、授業料を値下げしました。それが是
か否か、保護者に聞いた場合、反対する人も
賛成する人も出てくるかもしれません。これ
と今日の議論は、非常に似ていると思います。
ですから、大学ごとに、台所事情や教育方

針を考えて決定すればいいと思います。私が
言いたいのは、疑問があったらGoogleに聞い
たり、調べてください。徹底的に本を読み、
ブログを読んで研究し、結論を出すべきだと
思います。日本大学の先生方も、いろいろな
意見がありまして、そこを調整して、どうし
ようもなくなった時に、もう、参加したい学
部は、この指とまれと言いました。いつでも
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期限はなく、やめてもいいという形にしまし
た。その結果として、7学部から始まった
Googleのメールサービスの利用が、今11学部
になっています。残り3学部です。この辺り
が皆様の参考になるのではないでしょうか。

注記

本稿は、2008年6月6日に開催されたCAUA
FORUM 2008におけるパネルディスカッショ
ンを、CAUA事務局が纏めたものです。従い
まして文責はCAUA事務局にあります。
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